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秦野市まちづくり条例 

(平成 11 年 12 月 21 日条例第 19 号) 
改正 平成 12 年 3 月 24 日条例第 8 号  平成 13 年 6 月 8 日条例第 23 号 

平成 17 年 12 月 13 日条例第 26 号 平成 19 年 9 月 20 日条例第 21 号 

平成 22 年 12 月 16 日条例第 18 号 平成 23 年 8 月 1 日条例第 10 号 

令和 3 年 3 月 26 日条例第 13 号 
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附則 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、本市におけるまちづくりの基本理念を定めるととも

に、よりよい環境創出のための手続及び基準その他まちづくりについ

て必要な事項を定めて、本市の優れた自然環境を生かした持続可能な

まちづくりを進めることにより、本市の都市像である「水とみどりに

育まれ誰もが輝く暮らしよい都市(まち)」の実現に寄与することを目

的とする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(基本理念) 

第 2 条 本市における四囲の豊かな自然と市街地の緑、きれいな水とすが

すがしい空気、豊かな人間関係、そして先人のたゆまざる努力により

築かれた伝統と文化は、将来にわたり守るべき市民共有の財産である。

まちづくりに携わる者は、これらの優れた財産がもたらす恵みを全て

の市民が受けることができるように、土地は公共の福祉を優先して利

用されなければならないとの土地基本法(平成元年法律第 84 号)の理念

を踏まえ、本市の基本構想に基づく協働のまちづくりに取り組まなけ

ればならない。 
(平 23 条例 10・令 3 条例 13・一部改正) 

(定義) 

第 3 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれの

各号に定めるところによる。 

(1) 環境創出行為 都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号。以下「法」

という。)第 4 条第 12 項に規定する開発行為、建築基準法(昭和 25

年法律第 201 号)第 2 条第 13 号に規定する建築行為その他規則で定

める行為をいう。 
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(2) 特定環境創出行為 環境創出行為のうち、次に掲げるものをいう。

ただし、環境影響評価法(平成 9 年法律第 81 号)第 27 条の規定によ

る評価書の公告又は神奈川県環境影響評価条例(昭和 55 年神奈川

県条例第 36 号)第 22 条の規定による予測評価書の公告の手続を経

た環境創出行為を除く。 

ア 法第 7 条第 1 項に規定する市街化区域における環境創出行為であ

って、次のいずれかに該当するもの 

(ア) 環境創出行為をしようとする区域(以下この条及び第 43 条第

1 項において「環境創出区域」という。)の面積が 10,000 平方メ

ートル以上のもののうち、規則で定めるもの 

(イ) 計画戸数が 100 戸又は延べ面積が 5,000 平方メートル以上の

建築物の建築のうち、規則で定めるもの 

イ 法第 7 条第 1 項に規定する市街化調整区域における環境創出行為

であって、環境創出区域の面積が 3,000 平方メートル以上のものの

うち、規則で定めるもの 

ウ 周辺環境に著しく影響がある環境創出行為として規則で定めるも  

 の 

(3) 小規模環境創出行為 環境創出行為のうち、環境創出区域の面積が

500 平方メートル未満のものをいう。ただし、前号ウに該当する環境

創出行為及び法第 29 条第 1 項に規定する許可を必要とする法第 7 条

第 1 項に規定する市街化調整区域における環境創出行為その他規則

で定める環境創出行為を除く。 

(4) 事業者 環境創出行為に係る工事の請負契約の注文者又は請負契

約によらないで、自らその工事をする者をいう。 

(5) 工事施行者 事業者から環境創出行為に関する工事を請け負った

者又はその請負工事の下請負者をいう。 

(6) 近隣住民 環境創出区域の付近に土地を所有する者、建築物の全部

若しくは一部を所有し、若しくは占有する者又は環境創出行為に利

害を有する者で、規則で定める範囲内のものをいう。 

(7) 周辺住民 近隣住民の周辺に土地を所有する者又は建築物の全部

若しくは一部を所有し、若しくは占有する者で、規則で定める範囲

内のものをいう。 

2  次の各号のいずれかに該当する環境創出行為は、その区域の全体を環

境創出区域として、前項第 1 号から第 3 号までの規定を適用する。 

(1) 土地利用上現に一体の区域を構成し、又は一体的に利用すること

が可能な区域において、同一の事業者又は共同性を有する異なる事

業者が行う環境創出行為 

(2) 第 22 条第 3 項に規定する検査済証を既に交付された環境創出行為

の区域に隣接する土地において、その交付日の翌日から起算して 1

年を経過せずに、同一の事業者又は共同性を有する異なる事業者が

行う環境創出行為 
(平 13 条例 23・令 3 条例 13・一部改正) 

(本市の責務) 

第 4 条 本市は、秦野市都市マスタープラン(法第 18 条の 2 第 1 項の規定

により策定する本市の都市計画に関する基本的な方針をいう。)その他
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のまちづくり方針(第 7 条第 1 項において「まちづくり基本方針」とい

う。)に基づき、まちづくりのための施策を立案するとともに、その推

進に努めるものとする。 

2  本市は、まちづくりの施策の立案及びその推進に当たっては、市民

からの意見聴取及び市民への必要な情報提供に十分配慮するとともに、

市民によるまちづくり活動の支援に努めるものとする。 

3  本市は、事業者に対して、まちづくりの推進のために必要な助言又

は指導を行わなければならない。 

4  本市は、環境創出行為に係る紛争を未然に防止するように努めると

ともに、紛争が生じたときは、迅速かつ適正な調整に努めなければな

らない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(市民の責務) 

第 5 条 市民は、まちづくりの推進に主体的に取り組むとともに、本市が

行う施策に積極的に協力しなければならない。 

2  市民は、環境創出行為に係る紛争が生じたときは、自らその解決に

努めなければならない。 

(事業者等の責務) 

第 6 条 事業者及び工事施行者は、環境創出行為が周辺環境に及ぼす影響

に配慮し、自らの責任において、その環境への負荷の軽減等必要な処

置を行うとともに、本市が行う施策に積極的に協力しなければならな

い。 

2  事業者及び工事施行者は、良好な近隣関係が形成できるように配慮

するとともに、環境創出行為に係る紛争が生じたときは、自ら積極的

にその解決に努めなければならない。 

第 2 章 環境創出推進地区基本計画の策定等 

(環境創出推進地区基本計画の策定) 

第 7 条 市長は、まちづくり基本方針に定める内容を実現するために必要

があると認めるときは、次に掲げる事項を内容とする環境創出推進地

区基本計画(以下「推進地区基本計画」という。)を策定することがで

きる。 

(1) 推進地区基本計画の名称 

(2) 推進地区基本計画の対象となる地区(次項及び第 9 条において

「計画地区」という。)の位置及び区域 

(3) 推進地区基本計画の目標及び方針並びに整備手法 

(4) その他環境創出を推進するために必要な事項 

2  市長は、推進地区基本計画の策定に当たっては、計画地区の住民そ

の他の利害を有する者の意見を反映させるため、意見聴取、説明会の

開催その他必要な処置を行うとともに、第 38 条第 1 項に規定する秦野

市まちづくり審議会の意見を聴かなければならない。 

3  市長は、推進地区基本計画を策定したときは、その旨を公告しなけ

ればならない。 

4  前 2 項の規定は、推進地区基本計画の変更又は廃止について準用す

る。 
(令 3 条例 13・一部改正) 
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(環境創出推進地区基本計画に定めるべき事項の提案) 

第 8 条 第 10 条第 1 項に規定する地域まちづくり推進協議会は、自ら策

定した地域まちづくり基本構想に基づいた推進地区基本計画とするた

め、市長に対し、推進地区基本計画に定めるべき事項を提案すること

ができる。 

2  市長は、前項の規定による提案があったときは、その提案を推進地

区基本計画に反映するように努めるものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(環境創出推進事業の実施) 

第 9 条 市長は、推進地区基本計画を策定したときは、計画地区における

まちづくりに必要と認める事業(次項において「環境創出推進事業」と

いう。)を行うことができる。 

2  市長は、環境創出推進事業の実施に当たっては、計画地区の住民そ

の他の利害を有する者の意見を反映させるため、意見聴取、説明会の

開催その他必要な処置を行わなければならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

第 3 章 市民によるまちづくりの推進 

(市民によるまちづくりへの支援) 

第 10 条 市長は、第 2 条に規定する基本理念に基づくまちづくりを推進

するため、地域まちづくり基本構想その他規則で定める構想(以下「地

域まちづくり基本構想」という。)を策定しようとする団体のうち、次

の各号のいずれにも該当すると認めるもの(以下「地域まちづくり推進

協議会」という。)に対し、技術的支援、まちづくりに関する情報の提

供その他必要な支援を行うものとする。 

(1) 地域まちづくり基本構想を策定しようとする区域(以下「構想区

域」という。)内に住所を有する者及び構想区域内の土地又は建物の

所有者、規則で定める利害を有する者(以下この項及び次条において

「地域住民等」という。)及び構想区域内のまちづくりに熱意がある

者の自発的参加の機会が保障されていること。 

(2) 構成員の 4 分の 3 以上が地域住民等であること。 

(3) 活動が地域住民等の支持を得ていること。 

(4) 規約等を有し、かつ、代表者の定めのあること。 

2  地域まちづくり推進協議会は、構想区域、まちづくりの目標及び方

針その他必要な事項を、あらかじめ市長に届け出るものとする。 

3  市長は、前項に規定する届出があった場合において、構想区域及び

規則で定める事項を公告するとともに、その公告の日の翌日から起算

して 14 日間、構想区域を表示する図面を縦覧しなければならない。 
(平 17 条例 26・令 3 条例 13・一部改正) 

(地域まちづくり基本構想の公表等) 

第 11 条 地域まちづくり推進協議会は、地域まちづくり基本構想を策定

したときは、規則で定めるところにより地域住民等に公表するものと

する。 

2  地域住民等及び事業者は、前項の規定により公表された地域まちづ

くり基本構想に基づいて、まちづくりを推進するように努めるものと

する。 
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(地域まちづくり協定の締結等) 

第 12 条 地域まちづくり推進協議会は、次の各号のいずれにも該当する

地域まちづくり基本構想を策定したときは、その地域まちづくり基本

構想を内容とする協定 (以下「地域まちづくり協定」という。)を締結

するように市長に求めることができる。 

(1) 構想区域が道路、鉄道、河川、崖その他土地の範囲を明示するに

適当なものにより区分されており、かつ、おおむね 5,000 平方メー

トル以上の面積があること。 

(2) 構想区域内の土地について所有権を有する全ての者及びその区域

内の土地について借地権(借地借家法(平成 3 年法律第 90 号)にいう

借地権をいう。以下同じ。)を有する全ての者(第 4 項及び第 15 条に

おいて「構想区域内の権利者」という。)のうち、8 割以上のものが、

その地域まちづくり基本構想に同意していること。 

(3) 前号において同意した者が所有する構想区域内の土地の地積と同

意した者が有する借地権の目的となっているその区域内の土地の地

積との合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となって

いる土地の総地積との合計の 8 割以上であること。 

2  市長は、前項の規定による地域まちづくり基本構想の内容を審査し、

第 2 条の基本理念に適合していると認めるときは、地域まちづくり協

定を締結し、その旨を公告しなければならない。 

3 前項の場合において、市長は、地域まちづくり協定を締結しようと

するときは、あらかじめ、第 38 条第 1 項に規定する秦野市まちづくり

審議会の意見を聴かなければならない。 

4  地域まちづくり協定の有効期間は、第 2 項に規定する公告があった

日から起算して 10 年間とする。地域まちづくり協定の期間満了前に構

想区域内の権利者のうち過半数以上の者から異議等の申出がないとき

は、その期間満了の日の翌日から起算してさらに 10 年間、同一の条件

により更新されるものとする。 

5  前各項の規定は、地域まちづくり協定を変更する場合について準用

する。 

6  第 1 項及び第 2 項の規定は、地域まちづくり協定を廃止する場合に

ついて準用する。この場合において、第 1 項第 2 号及び第 3 号中「8 割

以上」とあるのは「5 割以上」と読み替えるものとする。 

7  市長は、地域まちづくり協定を締結したときは、まちづくりに関す

る施策の策定及びその実施に当たり十分配慮しなければならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(借地権の申告等) 

第 13 条 構想区域内の土地について未登記の借地権を有する者(その借地

上に登記されている建物を所有する者を除く。)は、第 10 条第 3 項の

規定による公告をした日の翌日から起算して 30 日以内に、その借地権

の目的となっている土地の所有者と連署し、又はその借地権を証明す

る書面を添えて、市長に申告しなければならない。 

2  前項に規定する期間内に申告をしなかった者の有する借地権は、前

条第 1 項第 2 号及び第 3 号に規定する借地権から除くものとする。 

(地域まちづくり協定の遵守) 
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第 14 条 第 12 条第 2 項の規定により締結された地域まちづくり協定に係

る区域内において、環境創出行為をしようとする事業者及び工事施行

者は、その地域まちづくり協定の内容に従い、環境創出行為を行わな

ければならない。 

2  前項の場合において、市長は、環境創出行為をしようとする事業者

及び工事施行者に対して、その地域まちづくり協定を遵守するように

指導しなければならない。 

(地区計画等の活用等) 

第 15 条 市長及び構想区域内の権利者は、構想区域内において、法第 12

条の 4 に規定する地区計画等及び建築基準法第 69 条に規定する建築協

定を活用するように努めなければならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

第 4 章 良好な環境創出のための手続等 

第 1 節 環境創出行為の手続 

(環境創出行為の事前協議) 

第 16 条 環境創出行為(一戸建住宅又はその附属建築物の建築を目的とす

る小規模環境創出行為を除く。)をしようとする事業者は、次の各号に

掲げる環境創出行為の種類に応じ、それぞれの各号に規定する書面を

あらかじめ市長に提出し、協議しなければならない。 

(1) 小規模環境創出行為 小規模環境創出行為事前調査書 

(2) 前号以外の環境創出行為 環境創出行為事前協議書(以下「事前協

議書」という。) 

2  市長は、前項の規定による協議を行うに当たっては、本市が実施す

る施策との調和を図るため、事業者に対し、必要な助言又は指導を行

うことができる。 

3 市長は、第 1 項の規定による協議を行うに当たっては、第 2 条に規

定する基本理念に基づき、事業者に適切な負担を求めることができる。 

4  第 1 項の規定による協議は、環境創出行為をしようとすることにつ

いて法令及び他の条例の規定により許可、認可その他これらに相当す

る行為(規則で定めるものを除く。以下この項及び第 45 条において「許

可等」という。)を要することとされているときは、その許可等に係る

手続に先立って行うように努めなければならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(近隣住民への周知等) 

第 17 条 事業者は、事前協議書を提出する前に、又は提出した後速やか

に、近隣住民に対して説明会等の適切な方法により環境創出行為につ

いて規則で定める事項を周知するとともに、十分に調整を行い、その

承諾を得るように努めなければならない。この場合において、事前協

議書を提出する前に周知しようとする事業者は、その旨を市長に届け

出なければならない。 

2  事業者は、事前協議書を提出したときは、その日の翌日から起算し

て 5 日以内に近隣住民の見やすい場所に、その事業が完了するまでの

間(法第 29 条第 1 項に規定する許可を必要とする環境創出行為にあっ

ては、法による開発許可済の標識を掲示するまでの間)、事業計画板を

設置しなければならない。 
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3  事業者は、その環境創出行為について、近隣住民及び周辺住民から

説明を求められたときは、第 1 項により周知した事項について説明し

なければならない。 

4  事業者は、前 3 項に規定する事項に関する記録等の提出を市長から

求められたときは、これに応じなければならない。 

5  第 1 項及び第 2 項の規定は、第 25 条から第 31 条までに規定する特

定環境創出行為の手続が終了した環境創出行為その他の環境創出行為

で、市長が必要がないと認めるものについては、適用しない。 
(平 13 条例 23・一部改正) 

(事前協議確認通知書の交付) 

第 18 条 市長は、事前協議書の提出があったときは、その内容について

第 32 条及び第 33 条に規定する基準並びに秦野市景観まちづくり条例

(平成 17 年秦野市条例第 26 号。第 38 条第 2 項において「景観まちづ

くり条例」という。)第 28 条第 3 項に定める方針に従い協議し、規則

で定める期間内に環境創出行為の実施に当たり行うべき処置その他必

要と認める事項を記載した書面(以下「事前協議確認通知書」という。)

を事業者に交付するものとする。 

2  市長は、前項の規定により、事前協議確認通知書を交付しようとす

る場合において、必要があると認めるときは、第 38 条第 1 項に規定す

る秦野市まちづくり審議会の意見を聴くことができる。 

3  市長は、第 1 項の規定により交付した事前協議確認通知書の写しを

閲覧できるようにするものとする。 
(平 17 条例 26・令 3 条例 13・一部改正) 

(行為着手等の制限) 

第 19 条 事業者及び工事施行者は、事前協議確認通知書を交付された日

以後でなければ、環境創出行為に着手してはならない。 

2  事業者及び工事施行者は、第 21 条第 2 項の規定による協議をしなけ

ればならないときは、同条第 3 項の規定による再協議確認通知書の交

付を受けた日以後でなければ環境創出行為に着手してはならない。こ

の場合において、既に環境創出行為に着手しているときは、直ちにそ

の環境創出行為を停止しなければならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(工事着手の届出) 

第 20 条 事業者は、環境創出行為に着手したときは、その日の翌日から

起算して 5 日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

(環境創出行為の変更) 

第 21 条 事業者は、事前協議書の提出後、事前協議確認通知書を交付さ

れるまでの間に、環境創出行為の内容を変更(事業者の変更を含む。次

項及び第 5 項において同じ。)しようとするときは、その旨を市長に届

け出なければならない。 

2  事業者は、事前協議確認通知書を交付された後(次項の規定による再

協議確認通知書を交付された場合にあっては、その通知書を交付され

た後)、その環境創出行為の内容を変更しようとするときは、環境創出

行為変更協議申出書をあらかじめ市長に提出し、協議しなければなら

ない。 
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3  市長は、環境創出行為変更協議申出書の提出があったときは、その

内容について第 32 条及び第 33 条に規定する基準に従い協議し、規則

で定める期間内に第 18 条第 1 項に規定する事項を記載した書面(次条

第 2 項において「再協議確認通知書」という。)を事業者に交付するも

のとする。この場合において、第 18 条第 2 項及び第 3 項の規定を準用

する。 

4  第 16 条第 2 項から第 4 項まで及び第 17 条の規定は、事業者が第 2

項の規定による協議をした場合について準用する。 

5  第 2 項の規定にかかわらず、事業者は、規則で定める軽微な変更を

しようとするときは、その旨を届け出るものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(工事完了の届出等) 

第 22 条 事業者は、環境創出行為が完了したときは、その日の翌日から

起算して 10 日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

2  市長は、前項の規定による届出があったときは、その環境創出行為

が事前協議確認通知書又は再協議確認通知書(以下「事前協議確認通知

書等」という。)の内容に適合しているかどうかについて、同項の届出

があった日の翌日から起算して 14 日以内に検査しなければならない。 

3  市長は、前項の規定による検査の結果、その環境創出行為が事前協

議確認通知書等の内容に適合していると認めるときは、同項の検査を

した日(適合していないと認めるときは、その是正がなされたことを確

認した日)の翌日から起算して 10 日以内に、環境創出行為に関する工

事の検査済証(次条及び第 42 条第 1 号において「検査済証」という。)

を事業者に交付しなければならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(建築物等による収益開始の制限) 

第 23 条 事業者は、検査済証を交付された日以後でなければ、その環境

創出行為により建築される建築物又は設置される施設により収益を

開始してはならない。ただし、市長がやむを得ないと認めるときは、

この限りでない。 

(環境創出行為の廃止等) 

第 24 条 事業者は、事前協議書の提出後において、その環境創出行為を

廃止したときは、その日の翌日から起算して 10 日以内に、その旨を

市長に届け出るとともに、適切な方法により近隣住民に周知しなけれ

ばならない。 

2  市長は、前項の届出があった場合において、その届出に係る環境創

出行為について、土砂の流出その他の災害の発生を防止するための処

置をとる必要があると認めるときは、事業者に対し、土砂の除去その

他安全のために必要な処置をとるように命じることができる。 

第 2 節 特定環境創出行為の手続 

(特定環境創出行為計画書の提出等) 

第 25 条 特定環境創出行為をしようとする事業者は、第 16 条第 1 項の

規定による協議の前に、次に掲げる事項を記載した書面(次項及び次

条において「特定環境創出行為計画書」という。)を市長に提出しな

ければならない。 
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(1) 土地利用の基本方針 

(2) 公共施設及び公益施設の整備方針 

(3) 土地利用による環境への負荷の状況及び土地利用に伴う環境へ

の配慮事項 

2  事業者は、特定環境創出行為計画書の提出後、この節に規定する手

続が完了するまでの間に、特定環境創出行為の内容を変更(事業者の

変更を含む。第 5 項において同じ。)しようとするときは、あらかじ

め市長と協議しなければならない。 

3  第 1 項の規定は、前項の規定による協議をする場合について準用す

る。ただし、市長が必要がないと認めるときは、この限りでない。 

4  市長は、特定環境創出行為について本市が実施する施策との調和を

図るため、事業者に対し、必要な助言又は指導を行うことができる。

この場合において、必要があると認めるときは、第 38 条第 1 項に規

定する秦野市まちづくり審議会の意見を聴くことができる。 

5  第 2 項の規定にかかわらず、事業者は、規則で定める軽微な変更を

しようとするときは、その旨を届け出るものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(特定環境創出行為計画書の公告、縦覧及び周知) 

第 26 条 市長は、特定環境創出行為計画書の提出があったときは、速や

かに特定環境創出行為計画書の縦覧の場所その他規則で定める事項

を公告するとともに、その公告の日の翌日から起算して 45 日間、特

定環境創出行為計画書の写しを縦覧しなければならない。 

2  事業者は、前項の規定による公告の日の翌日から起算して 30 日以

内に、近隣住民及び周辺住民に対し、説明会等の適切な方法により特

定環境創出行為計画書の内容を周知しなければならない。 

3  第 17 条第 4 項の規定は、前項に規定する周知について準用する。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(意見書の提出等) 

第 27 条 特定環境創出行為に関する意見を有する者は、前条第 1 項に規

定する期間内に、その意見を記載した書面(以下「意見書」という。)

を市長に提出することができる。 

2  市長は、意見書の提出があったときは、前項の期間が経過した後速

やかに、意見書の写しを事業者に送付するものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(見解書の提出等) 

第 28 条 特定環境創出行為をしようとする事業者は、意見書の写しの送

付を受けたときは、それに対する見解を記載した書面(以下「見解書」

という。)を市長に提出しなければならない。 

2  市長は、見解書の提出があったときは、速やかに見解書の縦覧の場

所その他規則で定める事項を公告するとともに、その公告の日の翌日

から起算して 14 日間、意見書の写し及び見解書の写しを縦覧しなけれ

ばならない。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(再意見書の提出等) 
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第 29 条 見解書に対する意見を有する者は、前条第 2 項に規定する期間

内に、市長に対しその意見を記載した書面(以下「再意見書」という。)

を提出するとともに、次条に規定する公聴会における意見の陳述を申

し出ることができる。 

2  市長は、再意見書の提出があったときは、前項の期間が経過した後

速やかに、再意見書の写しを事業者に送付するものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(公聴会の開催等) 

第 30 条 市長は、前条第 1 項の申出があったときは、第 26 条第 2 項の規

定による周知の状況並びに意見書、見解書及び再意見書の内容を考慮

し、必要があると認めるときは、公聴会を開催するものとする。 

2  事業者は、前項の規定による公聴会に出席して意見を述べることを

市長に求められたときは、これに応じなければならない。 

3  公聴会の開催方法等について必要な事項は、規則で定める。 

(意見書等の尊重) 

第 31 条 特定環境創出行為をしようとする事業者は、事前協議書の作成

に当たっては、意見書、再意見書及び公聴会における意見について、

第 2 条に規定する基本理念に基づくまちづくりを推進するという見地

からこれを十分尊重しなければならない。 

第 3 節 水とみどり豊かな暮らしよい環境の創出 

(水とみどり豊かな環境の創出) 

第 32 条 事業者及び工事施行者は、水とみどり豊かな環境を創出するた

め、次に掲げる事項について、規則で定める基準に従い、環境創出行

為を行わなければならない。 

(1) 既存樹木の保全等 

(2) 緑地の確保 

(3) 植樹の促進 

(4) 公園の整備 

(5) 有効空地の確保 

(6) 水資源の保全及び涵(かん)養 

(7) その他水とみどり豊かな環境を創出するために必要な事項の実施 

2  前項に掲げる事項について、法第 12 条の 4 に規定する地区計画等、

建築基準法第 69 条に規定する建築協定又は地域まちづくり協定により、

規則で定める基準と異なる基準が定められている区域においては、そ

の異なる基準を規則で定める基準とみなす。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(暮らしよい環境の創出) 

第 33 条 事業者及び工事施行者は、誰もが暮らしよい環境を創出するた

め、次に掲げる事項について、規則で定める基準に従い、環境創出行

為を行わなければならない。 

(1) 道路(次号に規定する狭あい道路を除く。)の整備 

(2) 狭あい道路の整備 

(3) 排水施設の整備 

(4) 適正な排水処理の確保 

(5) 適正な廃棄物処理及びリサイクルの推進 
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(6) 消防水利の整備等 

(7) 福祉と子育てのための都市環境の整備 

(8) 文化財の保護 

(9) 安全で快適な生活環境の確保 

(10) 工事施行時の安全の確保等 

(11) その他暮らしよい環境を創出するために必要な事項の実施 

2  前条第 2 項の規定は、前項の規定を適用する場合について準用する。
(令 3 条例 13・一部改正) 

第 5 章 環境創出行為に係る紛争調整 

(あっせん) 

第 34 条 市長は、事前協議書の提出があった日以後において、事業者並

びに近隣住民及び周辺住民(以下「当事者」という。)の双方からその

環境創出行為に係る紛争の調整の申出があったときは、あっせんを行

うものとする。ただし、市長は、当事者の一方から調整の申出がない

場合で、相当の理由があると認めるときは、あっせんを行うものとす

る。 

2  市長は、紛争当事者間の調整を行うため秦野市環境創出行為紛争調

整相談員(以下この条及び第 37 条において「紛争調整相談員」という。)

を置くものとする。 

3  紛争調整相談員の定数は、3 名以内とする。 

4  紛争調整相談員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も、また、同様とする。 

5  前 3 項に定めるもののほか、紛争調整相談員について必要な事項は、

規則で定める。 

6  市長は、あっせんによる紛争の解決の見込みがないと認めるときは、

あっせんを打ち切るものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(調停) 

第 35 条 市長は、前条第 6 項の規定によりあっせんを打ち切った場合に

おいて、必要があると認めるときは、当事者に対し、調停に移行する

ように勧告するものとする。 

2  市長は、前項の規定により勧告した場合において、当事者の双方が

その勧告を受諾したときは、調停を行うものとする。ただし、市長は、

当事者の一方が勧告を受諾しない場合で、相当の理由があると認める

ときは、調停を行うものとする。 

3  市長は、調停を行うに当たっては、第 38 条第 1 項に規定する秦野ま

ちづくり審議会の意見を聴かなければならない。 

4  市長は、当事者間に合意が成立する見込みがないと認めるときは、

調停を打ち切るものとする。 

(関係図書の提出等) 

第 36 条 市長は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、

紛争の当事者から関係図書の提出を求め、又は意見を聴くことができ

る。 

(工事着手の延期等の要請) 
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第 37 条 市長は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、

紛争調整相談員又は次条第 1 項に規定する秦野市まちづくり審議会の

意見を聴いて、事業者に対し、期間を定めて工事の着手の延期又は工

事の停止を要請するものとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

第 6 章 雑則 

(秦野市まちづくり審議会) 

第 38 条 市長の附属機関として、秦野市まちづくり審議会(以下この条及

び第 44 条第 1 項第 1 号において「審議会」という。)を設置する。 

2 審議会は、次に掲げる事項に関する市長の諮問に応じて調査及び審議

を行い、その結果を答申し、又はその意見を建議する。 

(1) 第 7 条第 2 項に規定する推進地区基本計画の策定(同条第 4 項で準

用する場合を含む。)に係る事項 

(2) 第 18 条第 2 項に規定する事前協議の確認(第 21 条第 3 項で準用す

る場合を含む。)に係る事項 

(3) 第 25 条第 4 項後段に規定する特定環境創出行為に関する助言又指

導に係る事項 

(4) 第 32 条及び第 33 条に規定水とみどり豊かな暮らしよい環境の創

出に係る事項(これらの規定に基づいて定める基準を含む。) 

(5) 第 35 条第 3 項に規定する調停に係る事項 

(6) 前条に規定する工事着手の延期等に係る事項 

(7) 景観まちづくり条例第 25 条第 2 項に規定する景観計画及び景観地

区の案の作成及び同条例第 47 条第 2 号に規定する景観計画の策定に

係る事項 

(8) 景観まちづくり条例第 52 条に規定する特定届出対象行為に関す

る助言又は指導に係る事項 

(9) 景観まちづくり条例第 55 条第 2 項に規定する公表に係る事項 

(10) まちづくりに関する基本的事項その他この条例の施行に関する

重要事項 

(11) 景観まちづくりに関する基本的事項その他景観まちづくり条例

の施行に関する重要事項 

(12) 秦野市屋外広告物条例(平成 22 年秦野市条例第 18 号。以下この

項において「屋外広告物条例」という。)第 4 条第 1 号から第 3 号ま

での地域、同条第 15 号及び第 16 号の区域並びに同条例第 5 条第 1

項第 11 号の物件(以下この号において「地域等」という。)の指定又

はその指定の変更若しくは解除並びに地域等を定める規定の制定又

は改廃に関する事項 

(13) 屋外広告物条例第 8 条第 1 項の特定区域(以下この号において「特

定区域」という。)の指定又はその指定の変更若しくは解除及び特定

区域を定める規定の制定又は改廃に関する事項 

(14) 屋外広告物条例第 7 条、第 8 条第 2 項及び第 9 条第 2 項の規定に

よる基準の制定又は改廃に関する事項 

(15) 屋外広告物条例の施行に関する重要事項 

3  審議会は、調査及び審議のために必要があると認めるときは、事業

者、近隣住民その他の関係者又は審議会が必要と認める者に対し、関
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係図書の提出を求め、又はその会議への出席を求めて説明又は意見を

聴くことができる。 

4  審議会は、10 名以内の委員により組織する。 

5  前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営について必要な

事項は、規則で定める。 
(平 17 条例 26・一部改正、平 22 条例 18・追加、令 3 条例 13・一部改正) 

(適用除外) 

第 39 条 次に掲げる環境創出行為については、第 16 条から第 37 条まで

の規定は、適用しない。 

(1) 法第 29 条第 1 項第 2 号から第 7 号までのいずれか又は法第 34 条

の 2 第 1 項に該当する環境創出行為のうち、市長との協議が整った

もの 

(2) 土地収用法(昭和 26 年法律第 219 号)第 3 条各号のいずれかに該当

する環境創出行為のうち、市長との協議が整ったもの 

(3) 農業振興地域の整備に関する法律(昭和 44 年法律第 58 号)第 8 条

第 1 項に規定する農業振興地域整備計画に基づく事業として行う環

境創出行為 

(4) 自然公園法(昭和 32 年法律第 161 号)第 2 条第 6 号又は神奈川県立

自然公園条例(昭和 34 年神奈川県条例第 6 号)第 2 条第 2 号に規定す

る公園事業として行う環境創出行為 

(5) 公益性が特に高いと認められる環境創出行為その他の環境創出行

為のうち、規則で定めるもの 

2  小規模環境創出行為については、第 17 条から第 31 条まで及び第 34

条から第 37 条までの規定は、適用しない。 
(平 13 条例 23・平 19 条例 21・令 3 条例 13・一部改正) 

(事業者の承継) 

第 40 条 事業者について一般承継(相続又は合併をいう。)があったとき

は、この条例に基づき被承継人が行った行為は相続人その他の一般承

継人が行ったものとみなし、被承継人について行われた行為は相続人

その他の一般承継人について行われたものとみなす。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

 (新たな環境創出行為とみなす場合) 

第 41 条 次の各号のいずれかに該当する場合は、新たに環境創出行為を

しようとするときとみなす。 

(1) 事業者が事前協議確認通知書等を交付された日の翌日から起算し

て 3 年を経過した日後、その協議に係る環境創出行為に着手しよう

とする場合 

(2) 事業者が環境創出行為に着手した日後、その環境創出行為を 1 年

を超えて中断した後再開しようとする場合 2 前項の規定にかかわら

ず、市長は、やむを得ない事情があると認めるときは、事業者の申

出により 1 年を超えない範囲で期間を延長することができる。ただ

し、その期間は、同項第 1 号にあっては事前協議確認通知書等を交

付された日の翌日から起算して 5 年、同項第 2 号にあっては事業者

が環境創出行為に着手した日の翌日から起算して 3 年を超えること

ができない。 
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(是正命令) 

第 42 条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、工事その

他の行為の停止を命じ、又は相当の期限を定めて違反を是正するため

必要な処置をとることを命じることができる。 

(1) 偽りその他の不正な手段により、事前協議確認通知書等の交付を

受けて環境創出行為をした事業者又は検査済証の交付を受けた事業

者 

(2) 第 19 条第 1 項又は第 2 項の規定に違反した事業者又は工事施行者 

(3) 第 23 条本文の規定に違反した事業者又は工事施行者 

(立入検査等) 

第 43 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者若しく

は工事施行者から環境創出行為に係る工事その他の行為の状況につい

て報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に環境創出区域に立

ち入らせ、工事その他の行為の状況を検査させることができる。 

2  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者に提示しなければならない。 

3  第 1 項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められ

たものと解してはならない。 

(公表) 

第 44 条 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかに該

当する者の氏名、違反の事実その他規則で定める事項を公表すること

ができる。 

(1) 第 36 条の規定により関係図書の提出を求め、若しくは意見を聴く

場合、第 37 条の規定により工事の着手の延期若しくは工事の停止を

要請する場合又は第 38 条第 3 項の規定により関係図書の提出を求め、

若しくは審議会の会議への出席を求めて説明若しくは意見を聴く場

合において、その求め又は要請に正当な理由がなく応じない者 

(2) 第 42 条に規定する命令を受けた者 

(3) 前条第 1 項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しく

は虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による立入

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した事業者又は工事施行者 

(4) 事前協議確認通知書等の内容と異なる環境創出行為をした事業者

又は工事施行者 2 市長は、前項第 4 号に規定する者について、同項

の規定により公表しようとするときは、あらかじめその事業者又は

工事施行者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

(許可等への配慮) 

第 45 条 市長その他本市の機関は、事業者が環境創出行為を行うこと

について法令及び他の条例の規定により許可等を要することとされ

ている場合において、その許可等の権限を有するときは、その許可

等を行うに当たり事前協議確認通知書等の内容について配慮するも

のとする。 
(令 3 条例 13・一部改正) 

(委任) 

第 46 条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

第 7 章 罰則 
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(罰則) 

第 47 条 第 42 条第 1 号又は第 2 号の規定による市長の命令に違反した

者については、6 か月以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。 

(両罰規定) 

第 48 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業員が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたと

きは、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条

の罰金刑を科する。 

 

附 則 

(施行期日) 

1  この条例は、平成 12 年 7 月 1 日(以下「施行日」という。)から施

行する。 

(経過措置) 

2  施行日前において秦野市開発指導要綱(昭和 62 年秦野市告示第 99

号。以下「要綱」という。)の規定により現に協議が成立し、かつ、

その協議が成立した日から起算して 2 年以内(施行日においてすでに

2 年を超えている場合は施行日まで)に着手される環境創出行為につ

いては、第 16 条から第 33 条までの規定は、適用しない。 

3  施行日前において要綱の規定により現に協議が成立し、かつ、す

でに着手している環境創出行為について施行日以後において 1 年を

超えて中断した後再開しようとする場合は、新たに環境創出行為をし

ようとするときとみなす。 

4  前 2 項の規定にかかわらず、市長は、やむを得ない事情があると

認めるときは、事業者の申出により 1 年を超えない範囲で期間を延長

することができる。ただし、その期間は、施行日から起算して 3 年を

超えることができない。 

5  施行日において現に要綱の規定により協議中の環境創出行為につ

いて施行日前に行われた手続その他の行為は、この条例の相当規定に

より行われた手続その他の行為とみなす。 

(秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正) 

6  秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例(昭和

31 年秦野市条例第 30 号)の一部を次のように改正する。 

第 1 条中第 47 号を第 49 号とし、同号の前に次の 2 号を加える。 

(47) 秦野市環境創出行為紛争調整相談員 

(48) 秦野市まちづくり審議会の委員 

第 2 条第 1 項中「第 46 号」を「第 48 号」に改め、同条第 2 項中「第

47 号」を「第 49 号」に改める。 

別表第 1 に次のように加える。 

秦野市環境創出行為紛争調整相談員  同 7,800 円  

秦野市まちづくり審議会の委員  同 7,800 円  

別表第 2 区分の欄中「第 46 号」を「第 48 号」に、「第 47 号」を「第

49 号」に改める。 
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(秦野市実費弁償に関する条例の一部改正) 

7  秦野市実費弁償に関する条例(昭和 39 年秦野市条例第 29 号)の一部

を次のように改正する。 

第 2 条に次の 1 号を加える。 

(10) 秦野市まちづくり条例(平成 11 年秦野市条例第 19 号)第 38 条

第 3 項の規定により秦野市まちづくり審議会が必要と認める者として

出席した者 

(秦野市環境保全条例の廃止に伴う経過措置の失効) 

8  秦野市環境基本条例(平成 12 年秦野市条例第 8 号)附則第 4 項の規定

により、なおその効力を有するものとした秦野市環境保全条例(昭和 48

年秦野市条例第 23 号)第 34 条、第 36 条、第 42 条及び第 43 条第 2 項

の規定は、この条例の施行日限り、その効力を失う。 

(平 12 条例 8・全部改正) 

附 則(平成 12 年 3 月 24 日条例第 8 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 12 年 4 月 1 日(以下「施行日」という。)から施行

する。 

附 則(平成 13 年 6 月 8 日条例第 23 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 17 年 12 月 13 日条例第 26 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 18 年 4 月 1 日(以下「施行日」という。)から施行

する。ただし、附則第 6 項の規定は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 19 年 9 月 20 日条例第 21 号) 

この条例は、平成 19 年 11 月 30 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 12 月 16 日条例第 18 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 23 年 4 月 1 日(以下「施行日」という。)から施行

する。 

附 則(平成 23 年 8 月 1 日条例第 10 号) 

この条例は、平成 23 年 8 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3 年 3 月 26 日条例第 13 号) 

(施行期日) 

1 この条例は、令和 3 年 4 月 1 日(次項において「施行日」という。)

から施行する。 

(適用区分) 

2 この条例による改正後の秦野市まちづくり条例第 3条第 1項第 2号、

第 26 条第 2 項、第 27 条第 1 項、第 28 条第 2 項及び第 29 条第 1 項の

規定は、施行日以後に特定環境創出行為計画書が提出される環境創出

行為について適用し、施行日前に特定環境創出行為計画書が提出され

た環境創出行為については、なお従前の例による。 


